
 

消防隊員用個人防火装備のあり方に関する検討会（第６回） 

 

       日時：平成２２年１２月１５日（水） 

１３時３０分～１６時３０分 

場所：砂防会館別館３階 穂高 

～ 次第～ 

 

１ 開会 

 

２ 議事 

 

(1)  防火帽のガイドラインのまとめについて 

 

 

 

(2)  防火靴のガイドラインのまとめについて 

ア ガイドラインのまとめ 
 
 
 
イ 報告書案について 

 

 

 

 

(3)  消防隊員用個人防火装備のあり方に関する検討会報告書案について 

 

 

 

３ 閉会 
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甲部 掌部 クラス２ クラス３

耐炎性

アプローチAと同じ
ISO 15025
 残炎・残じん≦2s、炎焼穴あき着炎
溶融不可　生地の積層体表裏にて
評価。

EN 137:2006 7.14.3項
残炎、残光≦５秒

NFPA 1971:2007　手順Aと
手順C   残炎、残光≦５秒

帽体を6.7項に規定する方法で
試験を行ったとき、材料
が5秒以上炎を出して燃え続け
ないこと。

帽体及びシールドを、JIS T8131　6.7に規
定する試験方法で試験した結果、素材が
2秒以上、帽体に塗装を施した物が５秒、
シールドが２秒以上燃え続けないこと。
又、溶融したものが流れ出さない、又は
滴下しないこと。

帽体及びシールドの燃えにくさを評価する
試験。数値が小さいほど燃えにくい。

・ISO/DIS 11613.4で要求項目になって いること
 から、防火服及び手袋と性能の整合性を図るた
  め要求事項として取り入れた。
・難燃性を評価する試験としてISO 15025がある
　が、基本的に生地の難燃性を測定する試験で
　あること及びEN 137：2006の規格に基づく試験
　装置が日本にないことから、ＪＩＳ規格にある試
　試験方法により実施する。

熱伝達
（火炎暴露）

ISO 9151:1995
HTI24≧13s
ＨＴＩ24-ＨＴＩ 12≧4s
アプローチAと同じ
（ISO 17492を実施している場合は
不必要）

防火服のガイドラインと同じ
ISO 15383:2001
タイプ１と同じ
ISO 9151:1995
HTI24≧9s
ＨＴＩ24-ＨＴＩ 12≧3s

基準なし 基準なし 基準なし

生地が火炎に短時間さらされたときの断
熱性能を評価するための試験。数値が高
いほど、消防隊員がフラッシュオーバー等
の高熱環境に曝された時に、身体に熱が
伝わる時間を遅らせる生地である。

・性能要求項目としての要求度はあるが、防火帽
　について現在有効な試験方法がないため、熱伝
　達性については、放射熱暴露試験にて評価する
　こととする。

熱伝達
（放射熱暴露）

ISO 6942:2002　40Kw/㎡
RHTI24≧18ｓ
RHTI24-RHTI12≧4ｓ
平均熱透過率≦50%
（ISO 17492を実施している場合は
不必要）

防火服のガイドラインと同じ ISO 15383:2001
タイプ１と同じ

ISO 6942:2002　40Kw/㎡
RHTI24≧10ｓ

RHTI24-RHTI12≧3ｓ
平均熱透過率≦60%

　EN　１３０８７－１０
熱流束１４kw/㎥　8分
軟化、溶融、滴下、発火不可
（放射熱耐性）
頭形模型の表面で測定温度は標準
実験室温度20℃±2℃より25℃以上
上昇しないこと。

基準なし

本体を対象とし、防火服のガイドラインと
同じとする。ただし、平均熱透過率を除
く。
本体を、ISO 6942:2000で試験した結果、
溶融したものが流れ出さない、又は滴下
しないこと。

防火帽が火災からの放射熱に短時間さら
されたときの断熱性能を評価するための
試験。数値が高いほど、消防隊員がフラッ
シュオーバー等の熱環境に暴露された際
に、身体に熱が伝わる時間を遅らせること
が可能である。

・防火服との性能の整合性を図るため、要求事項
　として取り入れた。ただし、平均熱透過率につい
  ては、試験に用いる熱センサーの形状が決定さ
  れていないため、除外するものとする。

火炎と放射熱
の両方に対す
る防護

ISO 17492
TTI≧1050

（ISO 9151 及び　ISO6942を共に実
施している場合は不必要）

基準なし 基準なし 基準なし 基準なし 基準なし

生地が火災からの炎と放射熱を同時に短
時間さらされたときの断熱性能を評価する
ための試験。数値が高いほど、消防隊員
がフラッシュオーバー等の熱環境に暴露さ
れた際に、身体に熱が伝わる時間を遅ら
せ、避難する時間を確保することが可能な
生地である。

・生地素材の断熱性を測定する試験のため、防火
　帽は該当しない。
・防火帽の断熱性については、放射熱暴露試験を
　実施する。

耐熱性

アプローチAと同じ
ISO 17493
180℃5分、溶融、滴下、分離、発火
不可、収縮率≦5％

ISO 17493　90℃　20分
溶融、滴下、分離、発火不可

NFPA 1971:2007　260℃　５分
溶融、滴下、分離、発火不可

防火服、防火手袋のガイドラインと同じ。
帽体及びシールドを対象とする。

熱により帽体及びシールドに変化がないこ
とを確かめる試験

・防火服及び手袋との性能の整合性を図るため
　耐熱性を要求事項として取り入れた。
・設定温度等の条件は、ＩSO/DIS11613.4では
  90℃20分となっているが、防火服等と整合性
  を図るため、180℃5分とした。

耐熱性
（縫糸）

ISO17493　ｵｰﾌﾞﾝ180℃5分、
溶融、滴下、分離、発火不可

基準なし
NFPA 1971:2007

260℃以下での溶解不可

縫い糸が生地と同様の耐熱性を有してい
ることを確認する試験

・縫い糸の耐熱性試験のため、該当しない。

炭化耐性

ISO17493　ｵｰﾌﾞﾝ180℃5分、
炭化不可 基準なし 基準なし

熱により生地の炭化がないことを確かめる
試験

・生地の炭化がないことを確かめる試験のため、
　防火帽には該当しない。

放射熱暴露後
の引張強さ

ISO 6942:1993　A法、10ｋW/m2
織地≧1200N
編地≧450N
アプローチＡと同じ

繊維は、放射熱を暴露するとかたくもろく
なるため、放射熱暴露後の生地の強さを
評価する試験

引張抵抗

引張試験法：アプローチＡと同。
引張強さ：織地≧1200N
編地≧450N

生地の引張強さを評価する試験。数値が
大きいほど伸びにくい。

引裂抵抗

アプローチＡと同じ
ISO 4674:1977
織地：A2法≧100N
編地：A1法≧50N

生地の引裂強さを評価する試験。数値が
大きいほど引裂に強い。

突刺し抵抗 基準なし

生地の突刺し強さを評価する試験。数値
が大きいほど突刺しに強い。

耐摩耗性 基準なし

生地の耐久性を評価する試験。数値が大
きいほど耐久性がある。

切創抵抗 基準なし
生地がガラス等による切創強さを評価す
る試験。数値が大きいほど切創に強い。

シーム（縫い
目）強度

ISO13935-2:1999MOD
表地：225N以上

生地のシーム（縫い目）の引張強さを評価
する試験。数値が大きいほどシームの引
張強度が高い。

基準なし

ISO15383　タイプ２と同じ
ISO 12947-2（圧力9kPa、300g/m2の紙やすり

（グレード100/F2））
紙やすりを2000回かけて貫通なし

防火帽と防火服、防火手袋との比較表（各基準との比較表）
防火帽

評価目的・試験の概要等
労安法・保護帽規格(平成３年

６月５日)告示第３９号改正

基準なし

該当なし該当なし 該当なし

・生地素材の機械的強度を測定する試験のため、
　防火帽は該当しない。
・防火帽の機械的強度については、労働安全衛
  生法に定める保護帽規格における衝撃吸収試
  験等により評価する。

本ガイドライン案 ガイドラインに取り入れた理由
ISO/DIS　11613.4

基準なし

ISO 13997（刃の一振りの距離＝20mm）
切傷抵抗≧5N

ISO15383　タイプ２と同じ
ISO 13996

突き刺し抵抗≧60N

ISO15383　タイプ２と同じ
ISO 4674B

(EN 388の6.3項)
引裂抵抗≧25N

基準なし

基準なし

防火服 防火手袋

耐熱・耐
炎性能

　　　　防火服のガイドラインと同じ
　

防火服のガイドラインと同じ

本ガイドライン案性能 要求事項

　　　　　防火服のガイドラインと同じ

　　　　　防火服のガイドラインと同じ

本ガイドライン案

機械的強
度の性能

該当なし

基準なし

ＪＩＳ　Ｔ８１３１ -2000 産業用安
全帽

該当なし

資料１－１



甲部 掌部 クラス２ クラス３

衝撃吸収性 該当なし 該当なし 該当なし
EN 13087-2:2000（落下体法）
頭部へ伝えられる力≦１５ＫN

NFPA  1971:2000
3,780N以上の力をを伝達しな
い。

１・第８条に規定する区分（飛
来・落下物用)の試験方法で試
験をしたとき、人頭模型にかか
る衝撃荷重が、方が500kg以
下であること。
２・第８条に規定する区分(墜
落時用)の試験方法で試験をし
たとき、人頭模型にかかる衝
撃荷重が、
　a) 1,000kg以下であること。
  ｂ) 750kg以上の衝撃荷重が
1000分の3秒以上継続しては
ならない。
  c) 500kg以上の衝撃荷重が
1000分の4.5秒以上継続して

１・6.5項に規定する方法で試
験を行ったとき、人頭模型に伝
達される衝撃力は、5.0kNを超
えてはならない。
２・附属書２(規定）の2.1.1項に
よる試験を行ったとき人頭模型
に伝わる衝撃力及びその継続
時間は、
a) 10.0kN以下でなければなら
ない。
b) 7.5ｋＮ以上の衝撃力が3ms
以上継続してはならない
c) 5.0kN以上の衝撃力が4.5ms
以上継続してはならない。

労働安全衛生法に基づく保護帽の規定と
同じ。
本体を対象とする。

飛来物･落下物及び墜落した際に頭部の
傷害を防止又軽減させることを目的とする
試験

・本ガイドラインは、労働安全衛生法に基づく保護
　帽の規格に適合させることから取り入れた。

耐貫通性
EN13087:2000
ストライカと試験ブロックに接触がな
いこと。

NFPA  1971:2007 8.19
ストライカーと頭形の間に電気
的又は物理的接触がないこ
と。

１・第６条に規定する方法で試
験を行ったとき、当該円すい形
ストライカの先端が人頭模型
に接触しないこと。
２・第７条に規定する方法で試
験を行ったとき、帽体のくぼみ
の再下降点(ストライカの先端)
までの垂直距離が15mm以下
であること。

6.8項に規定する方法で試験を
行ったとき、初期圧力30Nにお
ける側面変形寸法に対して、４
３０Nにおける最大変形は
40mmを超えず、かつ、２度目
の30Nにお
ける残留変形は、15mmを超え
てはならない。

労働安全衛生法に基づく保護帽の規定と
同じ。
第６条の試験は、本体を対象とする。
第７条の試験は、帽体を対象とする。

鋭利な物が落下した場合又は墜落した際
に鋭利な物に接触した場合に、頭部の傷
害を防止又は軽減することを目的とする。

・本ガイドラインは、労働安全衛生法に基づく保護
　帽の規格に適合させることから取り入れた。

耐側圧性

ISO/DIS 11613.4  7.5.1項
初期圧力30Nにおける側面変形寸
法に対して、630Nにおける最大変形
は40mmを超えず、かつ、２度目の
30Nにおける残存変形は、15mmを
超えてはならない。

基準なし 基準なし

6.8項に規定する方法で試験を
行ったとき、初期圧力30Nにお
ける側面変形寸法に対して、
430Nにおける
最大変形は40mmを超えず、か
つ、２度目の30Nにおける残存
変形は15mmを超えてはならな
い。

ISO/DIS 11613.4 クラス２と同じ。
本体を対象に行う。

重量物に挟まれた場合、頭部と帽体との
間に空間を保つ事が出来るかを確認する
試験

・ISO 11613.4改正案に取り入れてられており、安
　全性の観点から重要であるため、取り入れた。

耐水性

JIS L 1092:1998　耐水度試験（静水
圧法）B法（高水圧法）、JIS L0217
103洗濯20回　　耐水度≧294kPa
（防水を持たせる層）

生地内に水が進入しないかを評価する試
験

表面湿潤性、
撥水性

ISO 4920:1981
外層撥水度≧4 生地の撥水性・濡れ具合を評価する試験

耐化学薬
品性能

液体化学薬品
浸透性

ISO 6530:1980
40%NaOH,36%HCl,30%H2SO4,揮発
油
ただし、揮発油としてパラキシレン
100％とする。
流失＞80％　裏面への浸透なし

EN 14458:2004 6.10項（任意試験）
シェルと取付け装置に損傷がないこ
と。
NaOH 40％　20℃
HCｌ　36％　20℃
H2SO4 37％　20℃
オキシレン100％　20℃

基準なし 基準なし 基準なし 基準なし
化学薬品を浴びた場合、防火帽のが表面
を流れて、内側には浸み込まない性能を
有してることを評価する試験

・保護帽の規格において、耐水性を求められてお
　り、薬品が防火服の表面を流れることから、取り
　入れない。

快適性能
蒸発抵抗
全熱損失

ＩＳＯ 11092 及び米国材料試験協会
規格(ASTM) F 1868により試験、F
1868 PartCにより評価、全熱損失≧
300Ｗ/㎡、蒸発抵抗≧200Ｗ/㎡

基準なし 基準なし 基準なし 基準なし 基準なし

生地の内側に供給された一定の温度と水
分が生地を通過して蒸発熱を伴って外部
に放出される熱量を測定し、どのくらい水
の蒸発放散が妨げられるかを評価する試
験

・生地の蒸発放散を評価する試験のため、該当
　しない。

運動性能 生地質量

上衣650g/㎡以下
下衣550g/㎡以下

基準なし 基準なし 基準なし 基準なし
1,500g以下

（しころ、記章及び周章を含む。）

防火帽の重さを評価する。 ・防火帽の重量は、消防隊員が消火活動を実施
　する上で重要な項目であることから、取り入れ
　た。

静電気性
能

帯電性

JIS L 1094
帯電電荷量≦７μC

基準なし 基準なし 基準なし 基準なし 基準なし

帯電性を評価する試験 ・防火帽の表面においては、摩擦による静電気の
　発生がないため、取り入れない。

導電性試験
EN 13087-8:2000 5.2項
破損の兆候なし
漏れ電流≦1.2㎜A

NFPA 1971:2007
漏れ電流≦3.0mA

基準なし 基準なし

ISO/DIS 11613.4 クラス２と同じ
本体を対象とする。

感電した場合に、本体が破損しないこと及
び人体に電流が流れないことを確認する。

・ＩＳＯ 11613.4においても要求事項として取り入れ
　られており、火災現場において、垂れ下がった
　電線等に触れ感電する危険があり、それを防止
　するため取り入れた。

湿式ヘルメット絶縁試験（任意試験）
EN 13087-8:2000 5.3項
破損の兆候なし
漏れ電流≦1.2㎜A

帽体が、濡れた状態での絶縁性を評価す
る。

・電気特性については、導電性試験にて評価して
　いるため、取り入れない。

表面絶縁試験（任意試験）
EN 13087-8:2000　5.4項
破損の兆候なし
漏れ電流≦1.2㎜A

帽体の表面の絶縁性を評価する。

同上

その他の
性能

洗濯収縮性

アプローチＡと同（積層体で試験）
織地　寸法変化率≦3％
編地　寸法変化率≦5％ 基準なし 基準なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

洗濯した際に、どの程度収縮するかを評
価する試験

・防火帽は、洗濯を行わないので該当しない。

※　しころは、原則として防火服に求められる性能要求事項を基準とする。

機械的強
度の性能

該当なし 該当なし 該当なし

基準なし

基準なし

耐水性能

基準なし

耐電圧性
電気的特

性

基準なし
使用の目的に適応した耐水性
を有すること。

労働安全衛生法に基づく保護帽の規定と
同じ。
本体を対象とする。

基準なし

基準なし 基準なし 基準なし

基準なし

・本ガイドラインは、労働安全衛生法に基づく保護
　帽の規格に適合させることから取り入れた。

基準なし

基準なし

基準なし

基準なし

基準なし

性能

基準なし

防火服 防火手袋 防火帽

要求事項 本ガイドライン案
本ガイドライン案

ガイドラインに取り入れた理由
ISO/DIS　11613.4 労安法・保護帽規格(平成３年

６月５日)告示第３９号改正
ＪＩＳ　Ｔ８１３１ -2000 産業用安

全帽
本ガイドライン案 評価目的・試験の概要等



防火帽

甲部 掌部 ｸﾗｽ2 欧州EN15090仕様 ｸﾗｽ3 北米NFPA1971仕様 革製 総ゴム製

耐炎性

アプローチAと同じ
ISO 15025
 残炎・残じん≦2s、炎焼穴あき着炎
溶融不可　生地の積層体表裏にて
評価。

防火帽帽体及びシールドを、JIS T8131
6.7に規定する試験方法で試験した場
合、素材が2秒以上、帽体に塗装を施し
た物が５秒、シールドが２秒以上以上燃
え続けないこと。

防火服のガイドラインと同じ 靴表面の自己消火性の程度
を測定する試験。　数値が小
さい程炎の自己消火性に優
れる。

・ISO/DIS 11613.2において要求項目と
　なっていること.。また、防火服・防火手
  袋・防火帽との整合性を図るため取り
 入れた。

熱伝達
（火炎暴露）

ISO 9151:1995
HTI24≧13s
ＨＴＩ24-ＨＴＩ 12≧4s
アプローチAと同じ
（ISO 17492を実施している場合は
不必要）

防火服のガイドラインと同じ

ISO 15383:2001
タイプ１と同じ
ISO 9151:1995

HTI24≧9s
ＨＴＩ24-ＨＴＩ 12≧3s

基準なし

ISO 20345:2004の5.12
ｻﾝﾄﾞﾊﾞｽ250℃に靴を静置
し、10分後に内部温度が
42℃未満であること。
15分後に内部温度が55℃
未満であること。
20分後に劣化がないこと。

NFPA 1971:2007
ｻﾝﾄﾞﾊﾞｽ260℃に靴を静置
し、10分後に内部温度が
42℃未満であること。
15分後に内部温度が55℃
未満であること。
40分後に劣化がないこと。

ｸﾗｽ2と同じ 高温床上で使用した場合の
靴底の断熱性の程度を測定
する試験。
床温度が同じならば時間が
長い方が断熱性に優れる。

・ISO/DIS 11613.2において要求項目と
　なっていること。また、防火服・防火手
  袋・防火帽との整合性を図るため取り
  入れた。

熱伝達
（放射熱暴露）

ISO 6942:2002　40Kw/㎡
RHTI24≧18ｓ
RHTI24-RHTI12≧4ｓ
平均熱透過率≦50%
（ISO 17492を実施している場合は
不必要） 防火服のガイドラインと同じ

ISO 15383:2001
タイプ１と同じ

ISO 6942:2002　40Kw/㎡
RHTI24≧10ｓ

RHTI24-RHTI12≧3ｓ
平均熱透過率≦60%

防火服のガイドラインと同じ

ISO 6942B
熱流束密度　20kw/m2
RHTI24≧40秒

ISO 6942B
熱流束密度　１0kw/m2
RHTI24＞60秒

防火服のガイドラインと同じ 放射熱暴露時に靴全体の熱
の吸収と放射の程度を測定
する試験。　熱流束密度とは
単位時間に単位面積を流れ
る熱量のことで、RHTI24とは
放射熱伝達指数を言う。

・ISO/DIS 11613.2において要求項目と
　なっていること。また、防火服・防火手
   袋・防火帽との整合性を図るため要
   求取り入れた。

火炎と放射熱
の両方に対す
る防護

ISO 17492
TTI≧1050
（ISO 9151 及び　ISO6942を共に実
施している場合は不必要）

基準なし 基準なし 基準なし 基準なし 基準なし 基準なし

生地が火災からの炎と放射
熱を同時に短時間さらされた
ときの断熱性能を評価するた
めの試験。数値が高いほど、
消防隊員がフラッシュオー
バー等の熱環境に暴露され
た際に、身体に熱が伝わる時
間を遅らせ、避難する時間を
確保することが可能な生地で
ある。

・ISO/DIS 11613.2において要求項
　目となっていないこと。また、ISO
　 9151及びISO6942を共に実施す
　るため、取り入れない。

耐熱性

アプローチAと同じ
ISO 17493
180℃5分、溶融、滴下、分離、発火
不可、収縮率≦5％ 防火服のガイドラインと同じ

ISO 17493
180℃×5分間ｵｰﾌﾞﾝ暴露
発火、溶融、滴下、分離、分
裂不可
180℃で底が分離してはなら
ない。

NFPA 1971:2007
発火、溶融、滴下、分離、分
裂 不可
260℃で底が分離してはなら
ない。
構成品の機能維持、水の浸
透不可

防火服のガイドラインと同じ 放射熱暴露時に靴全体に及
ぼす外観異常の有無を測定
する試験

・ISO/DIS 11613.2において要求項
　目となっていること。また、防火服、
　防火手袋、防火帽との整合性を図
　るため取り入れた。

耐熱性
（縫糸）

ISO17493　ｵｰﾌﾞﾝ180℃5分、
溶融、滴下、分離、発火不可

該当なし

防火服のガイドラインと同じ 糸の高温物体との接触によ
る溶融、焼け、発火の有無を
確認する試験。

・ISO/DIS 11613.2において要求項
　目となっていること。また、防火服、
　防火手袋、防火帽との整合性を図
　るため取り入れた。

耐熱性
（ひもがある場
合）

該当なし

熱接触版と拡大鏡を使用し
紐が180℃で溶融、焼け、発
火不可

基準なし 同上 靴紐の高温物体との接触に
よる溶融、焼け、発火の有無
を確認する試験

・ISO/DIS 11613.2において要求項
　目となっていること。また、ひもにも
　防火服と同様の耐熱性が要求さ
　れることから取り入れた。

炭化耐性

ISO17493　ｵｰﾌﾞﾝ180℃5分、
炭化不可

基準なし 基準なし

基準なし 熱により生地の炭化がないこ
とを確かめる試験

・熱により生地の炭化がないことを
　確かめる試験のため防火靴には
　該当しない。

放射熱暴露後
の引張強さ

ISO 6942:1993　A法、10ｋW/m2
織地≧1200N
編地≧450N
アプローチＡと同じ

基準なし 基準なし

基準なし 繊維は、放射熱を暴露すると
かたくもろくなるため、放射熱
暴露後の生地の強さを評価
する試験

・生地素材の機械的強度を測定する
　試験のため、防火靴には該当しない。

引張抵抗

引張試験法：アプローチＡと同。
引張強さ：織地≧1200N
編地≧450N

ISO 20344:2004の6.４の表７
革の引張強さ≧15N/mm2
ゴムの破断力≧180N
高分子の100%ﾓｼﾞｭﾗｽ1.3～
4.6N/mm2、伸び≧250%

基準なし 表底では、
耐油性ゴム≧
14MPa

甲被では、
耐油性ゴム≧
10MPa非耐油性
ｺﾞﾑ≧13MPa
表底では、
耐油性ゴム≧
8MPa
非耐油性ｺﾞﾑ≧
9MPa

JIS T 8101:2006と同じ

甲被、表底の物理的強度を
測定する試験

・本ガイドラインは、安全靴のＪＩＳ規格
　の性能を満たすこととしていることから
　取り入れた。

防火靴と防火服、防火手袋、防火帽との比較表（各基準との比較表）

本ガイドラインに取り入れた理由
基準値についての説明

防火靴

基準なし

基準なし

基準なし

基準なし

基準なし

本検討会でのガイドライン案 評価目的・試験の概要等

基準なし

基準なし

基準なし

基準なし

JIS T 8101:2006

ISO 15025と同じ
残炎・残じん≦2s

残炎・残じん炎焼穴あき・着炎不可

機械的強
度の性能

ISO/DIS 11613.2

熱接触版と拡大鏡を使用し紐が180℃で溶融、焼け、発火
不可

基準なし

基準なし

防火服 防火手袋

該当なし

防火服のガイドラインと同じ

本ガイドライン案性能 要求事項

耐熱・耐
炎性能

　　　　　防火服のガイドラインと同じ

本ガイドライン案

　　　　防火服のガイドラインと同じ
　

　　　　　防火服のガイドラインと同じ

基準なし

基準なし

本ガイドライン案

資料２ー１



防火帽

タイプ２ タイプ３ ｸﾗｽ2 欧州EN15090仕様 ｸﾗｽ3 北米NFPA1971仕様 革製 総ゴム製

引裂抵抗

アプローチＡと同じ
ISO 4674:1977
織地：A2法≧100N
編地：A1法≧50N

(甲被・先・腰・べろ革がある
場合)
革製材料ISO 3377-2
  甲被　120N以上
  先裏・腰裏　30N以上
　 べろ　36N以上
ｺｰﾃｨﾝｸﾞ布､繊維ISO 4674-1
  甲被　60N以上
  先裏・腰裏　15N以上
　 べろ　18N以上

基準なし 基準なし 基準なし 基準なし

防火靴の引裂強さについて
評価する試験

・引裂抵抗は、引張抵抗で評価できるた
　め 取り入れない。

引裂抵抗
（表底）

該当なし

ISO 20344:2004の8.2
引裂強さ＞5kN/m

基準なし

耐油性ゴムの
場合
引裂強さ≧
35N/㎜

基準なし JIS T 8101:2006と同じ

表底の引き裂強さ評価する
試験数値が大きいほど引裂
に強い。

・本ガイドラインは、安全靴のＪＩＳの性能
  を満たすこととしていること。また、革製
  の防火靴の表底が突 起物等により接
  触した場合であっても、引裂かれない
  ことを確認する必要があるため取り入
  れた。

突刺し抵抗

基準なし

基準なし 基準なし 基準なし 基準なし 基準なし

生地の突刺し強さを評価する
試験。数値が大きいほど突
刺しに強い。

・防火靴の釘等の踏み抜きについては
 表皮の耐踏抜き性にて評価するため、
 取り入れない。

基準なし （先革と腰革）
ISO 20344:2004の6.12
穴があく回数＞乾燥25600
回、湿潤12800回

基準なし 基準なし 基準なし 基準なし

革の擦れに対する耐久性を
測定する試験で、回数が多
い方が耐摩耗性は優れてい
る。

・耐摩耗性については、摩耗が激しい
  表底と踵にて評価するため、取り入
  れない。

該当なし

（表底と踵）
ISO 4649:2002のA法
密度0.9以下材料の相対減
量＜250㎣、密度0.9超材料
の相対減量＜150㎣、ゴム材
料＜250㎣

NFPA 1971:2007の8.24
摩耗指数＜100

基準なし 基準なし クラス２と同じ

表底の耐久性を確認する重
要な試験の一つ。　底材を試
験機で削り、その体積減少量
を測定するもので、数値が小
さい方が耐摩耗性は優れて
いる。

・ISO/DIS 11613.2において要求項目
　となっていること。また、防火靴を使
　用するにあたり表底と踵の耐久性を
　評価する必要があるため、取り入れ
　た。

切創抵抗

基準なし

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 基準なし

生地がガラス等による切創強
さを評価する試験。数値が大
きいほど切創に強い。

・防火靴の機械的強度は、引張抵抗で
  評価するため取り入れない。

（甲被）
ISO 2023:2004の附属書E
屈曲回数125,000回で亀裂
不可

基準なし 基準なし 基準なし
クラス２と同じ

甲被の屈曲による亀裂の発
生の程度を測定する試験

（表底）
ISO 20344:2004の8.4
屈曲回数30,000回で
亀裂＜4mm

基準なし 基準なし 基準なし クラス２と同じ

表底の屈曲による亀裂の発
生の程度を測定する試験

（踏み抜き防止板付インソー
ル）
EN 344:1992のB.2.2

屈曲回数10
6
回で目に見える

亀裂跡不可
基準なし 基準なし 基準なし

踏み抜き防止板単体で
屈曲回数30,000回

目に見える亀裂跡不可
(表底と同じ)

踏抜き防止板付中底の屈曲
による亀裂の発生の程度を
測定する試験

・ISO/DIS 11613.2において要求項目
　となっていること。また、耐踏抜き性
　能を確保する方法として靴の中底と
　靴底の間に踏抜き防止板を内装する
  方法が一般的であり、歩行及び屈み
  作業時の屈曲に対する耐性の規定が
  必要であるため取り入れた。
　なお、踏み抜き防止板は、表底と一体
  となったいるため、屈曲回数は表底と
  同数とした。

耐踏抜き性
(表底)

ISO 20344:2004の5.8.2
踏抜き力＞1100N

NFPA 1971:2007の8.21
踏抜き力＞1211N

JIS T 8101:2006と同じ

釘などの鋭利な物体を踏ん
だ時に表底を踏み抜くまでの
力を測定する試験
数字が大きい方が優れてい
る。

・JIS T8101:2006及びISO/DIS 11613.2
　において要求項目となっていること。ま
　た、建物火災時には床面に釘などの突
　起物が散乱している可能性が高いこと
　から取り入れた。

表底の剥離抵
抗

基準なし 基準なし

表底のはく離抵
抗≧300N

基準なし

JIS T 8101:2006と同じ

靴底と甲被の接着力の程度
を測定する試験。　数値が大
きい程はがれにくい。

・本ガイドラインは、安全靴のＪＩＳの性能
　を満たすこととしていること。また、甲被
　と表底がはく離すると、防火靴の機能
　に支障を来すことから取り入れた。

防火靴

踏抜き力＞1100N
(付加的項目)

該当なし

評価目的・試験の概要等
本ガイドラインに取り入れた理由

基準値についての説明
ISO/DIS 11613.2 JIS T 8101:2006

本検討会でのガイドライン案

ISO15383　タイプ２と同じ
ISO 12947-2（圧力9kPa、300g/m2の紙やすり

（グレード100/F2））
紙やすりを2000回かけて貫通なし

・ISO/DIS 11613.2において要求項目
　となっていること。また、歩行及び屈
　み作業時の屈曲に対する耐久性の
　規定が必要であるため取り入れた。

ISO15383　タイプ２と同じ
ISO 4674B

(EN 388の6.3項)
引裂抵抗≧25N

該当なし
機械的強
度の性能

耐摩耗性

ISO 13997（刃の一振りの距離＝20mm）
切傷抵抗≧5N

ISO15383　タイプ２と同じ
ISO 13996

突き刺し抵抗≧60N

該当なし

耐屈曲性

要求事項性能

防火服

本ガイドライン案

防火手袋

本ガイドライン案
本ガイドライン案



防火帽

タイプ２ タイプ３ ｸﾗｽ2 欧州EN15090仕様 ｸﾗｽ3 北米NFPA1971仕様 革製 総ゴム製

剛性
(つま先前部) 該当なし 該当なし

ISO 20344:2004
耐衝撃性　200J±４J条件
耐圧迫性　15KN±0.1KN条
件で最小すきま寸法合格

NFPA 1971:2007の8.18
耐衝撃性　102J条件
耐圧迫性　11.1KN条件
で最小すきま寸法合格

ISO 20344:2004の5.4、5.5
耐衝撃性　30J条件
耐圧迫性　4.5KN条件
で最小すきま寸法合格

つま先部の物体の落下や圧
迫などに対する強度を測定
する試験
最小すきま寸法とは、試験後
の先芯と中底のすきまの寸
法のこと。

・本ガイドラインは、安全靴のＪＩＳの性能
　を満たすこととしていること。また、消
　防隊員が消火活動中に足を重量物に
　挟まれたり、重量物が落下した場合で
　あっても、負傷しない性能が必要である
　ことから取り入れた。

シーム（縫い
目）強度

ISO13935-2:1999MOD
表地：225N以上

該当なし 基準なし 基準なし 基準なし 基準なし 基準なし

生地のシーム（縫い目）の引
張強さを評価する試験。数値
が大きいほどシームの引張
強度が高い。

・JIS T8101:2006及びISO:/DIS 11613.2
　に規定がないため取り入れない。

耐衝撃吸収性 該当なし 該当なし 該当なし

労働安全衛生法に基づく保護帽の規定
と同じ
１・第８条に規定する区分（飛来・落下物
用)の試験法で試験をしたとき、人頭模
型にかかる衝撃荷重が、500kg以下であ
ること。
２・第８条に規定する区分(墜落時用)の
試験方法で試験をしたとき、人頭模型に
かかる衝撃荷重が、
　a) 1,000kg以下であること。
  ｂ) 750kg以上の衝撃荷重が1000分の3
秒以上継続してはならない。
  c) 500kg以上の衝撃荷重が1000分の
4.5秒以上継続してはならない。

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

飛来物･落下物及び墜落した
際に頭部の傷害を防止又軽
減させることを目的とする試
験

耐貫通性

労働安全衛生法に基づく保護帽の規定
と同じ
１・第６条に規定する方法で試験を行っ
たとき、当該円　すい形ストライカの先端
が人頭模型に接触しないこと。
２・第７条に規定する方法で試験を行っ
たとき、帽体のくぼみの再下降点(ストラ
イカの先端)までの垂直距離が15mm以
下であること。

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

鋭利な物が落下したとき、墜
落した際に鋭利な物に接触
接触した場合に、頭部の傷害
を防止又は軽減することを目
的とする。

耐側圧性

ISO 11613.4 クラス２と同じ
ISO 11613.4  7.5.1項
初期圧力30Nにおける側面変形寸法に
対して、630Nにおける最大変形は40mm
を超えず、かつ、２度目の30Nにおける
残存変形は、15mmを超えてはならな
い。

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

重量物に挟まれた場合、頭
部と帽体との間に空間を保つ
事が出来るか確認する試験

耐水性

JIS L 1092:1998　耐水度試験（静水
圧法）B法（高水圧法）、JIS L0217
103洗濯20回　　耐水度≧294kPa
（防水を持たせる層）

使用の目的に適応した耐水性を有する
こと。

基準なし 基準なし 基準なし 基準なし

水槽内で屈曲角度35度、屈曲
回数65回/分の速度で４時間屈
曲させたときに、漏水がないこ
と。

防火靴内に水が侵入しない
ことを確認する試験

・防火靴の中に水が侵入することにより、
 活動に支障があるため取り入れた。

漏れ防止性
(履物全体)

ISO 20344:2004の5.7
空気の漏れ不可

FIA1209に基づいて，100,000
回屈曲後 水に沈めた時
水の浸入不可

基準なし

水中に浸せきし内
部にエアを送り、
連続で気泡の出
がないこと。

総ゴム製の防火靴に対して、
JIST8101に規定する方法で実
施した場合、連続して気泡が出
ないこと。

総ゴム製の防火靴の気密性
を確認する試験

・JIS T8101:2006及びISO/DIS 11613.2
　において要求項目となっていること。
・本ガイドラインは、ＪＩＳの性能を満たす
　こととしていること。また、防火靴の気
　密性が保たれないと、火災による熱や
　消火用の水が侵入する恐れがあるこ
  とから取り入れた。

耐水性能
表面湿潤性、
撥水性

ISO 4920:1981
外層撥水度≧4

基準なし 基準なし 基準なし 基準なし 基準なし

生地の撥水性・濡れ具合を
評価する試験

・生地の撥水性・表面湿潤性を試験
　するものであり、防火靴には該当し
　ない。

耐化学薬
品性能

液体化学薬品
浸透性
（耐薬品性）

ISO 6530:1980
40%NaOH,36%HCl,30%H2SO4,揮発油
ただし、揮発油としてパラキシレン
100％とする。
流失＞80％　裏面への浸透なし

基準なし 基準なし

1 時間で次の液体の浸透不
可　(20℃)
40%NaOH、36%HCL、37%
H2SO4、100%O-ｷｼﾚﾝ

基準なし 基準なし 防火服のガイドラインと同じ

化学薬品を浴びた場合、防
火靴のが表面を流れて、内
側には浸み込まない性能を
有してることを評価する試験

・ISO/DIS 11613.2において要求項目
　となっていること。また、薬品が防火
　靴内に浸透し、消防隊員が負傷する
　ことを防ぐため取り入れた。

快適性能
蒸発抵抗
全熱損失

ＩＳＯ 11092 及び米国材料試験協会
規格(ASTM) F 1868により試験、F
1868 PartCにより評価、全熱損失≧
300Ｗ/㎡、蒸発抵抗≧200Ｗ/㎡

基準なし 基準なし 基準なし 基準なし 基準なし 基準なし

生地の内側に供給された一
定の温度と水分が生地を通
過して蒸発熱を伴って外部に
放出される熱量を測定し、ど
のくらい水の蒸発放散が妨げ
られる生地か評価する試験

・ISO/DIS 11613.2において要求項目
　となっていないこと。また、防火靴は、
　身体に占める割合が少ないことから
　取り入れない。

運動性能 生地質量

上衣650g/㎡以下
下衣550g/㎡以下

1,500g以下（しころ、記章、周章を含
む。）

基準なし 基準なし 基準なし 基準なし 基準なし 防火靴の重量を測定する試験

・ISO/DIS 11613.2において要求項目
　となっていないこと。また、靴の運動
　性に必要なのは、サイズが合ってい
　ることであるため、取り入れない。

・防火帽についての要求項目であり、防
　火靴には該当しない。

基準なし

本ガイドラインに取り入れた理由
基準値についての説明

防火靴

基準なし

    ISO 20344:2004と同じ方法
    耐衝撃性　100,70,30J条件
    耐圧迫性　15,10,4.5KN条件
   で最小すきま寸法合格

本ガイドライン案
ISO/DIS 11613.2 JIS T 8101:2006

本検討会でのガイドライン案 評価目的・試験の概要等

防火手袋

本ガイドライン案性能 要求事項

防火服

本ガイドライン案

基準なし

基準なし

基準なし

基準なし

基準なし

耐水性能

該当なし 該当なし 該当なし

該当なし

機械的強
度の性能



防火帽

タイプ２ タイプ３ ｸﾗｽ2 欧州EN15090仕様 ｸﾗｽ3 北米NFPA1971仕様 革製 総ゴム製

静電気性
能

帯電性

JIS L 1094
帯電電荷量≦７μC

基準なし

ISO 20344:2004の5.10
電気抵抗値＞100kΩ

基準なし

JIS T 8103:2010と同じ
帯電性を評価する試験 ・ISO/DIS 11613.2において要求項目と

なっていること及びJIS規格があこと並び
に引火性の蒸気が発生している場所で
活動する場合等消防活動において、静
電気による着火危険を排除する必要が
あることからため、取り入れた。
　

電気的特
性

耐電圧性 基準なし 基準なし 基準なし

ISO 11613.4 クラス２と同じ
導電性試験

EN 13087-8:2000 5.2項
破損の兆候なし

漏れ電流≦1.2㎜A

ISO 20344:2004　5.11
EN 50321:1999 6.3参照
電気抵抗値>1000MΩ

NFPA 1971:2007の8.32
漏れ電流≦3.0mA 基準なし 基準なし 基準なし

感電した場合に、人体に電流
が流れ無いことを確認する試
験

・電気的特性は、帯電性で評価できるた
　め取り入れない。

革

ISO 20344:2004の6.9、11、13
6価クロム＜3mg/kg
PH＞3.2

60分後の水の浸透＜0.2g
水の吸収＜30%

基準なし

クロムなめし革
では、３価クロ
ム含有量3％以
上5.5%

該当無し クロムなめし革では、
３価クロム含有量3～5.5%

皮の材質を評価する試験 ・本ガイドラインは、安全靴のＪＩＳの性能
を満たすこととしていること及びISO/DIS
11613.2の要求項目となっていることから
取り入れた。

洗濯収縮性

アプローチＡと同（積層体で試験）
織地　寸法変化率≦3％
編地　寸法変化率≦5％

基準なし 基準なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

洗濯した際に、どの程度収縮
するかを評価する試験

・防火靴は洗濯を実施しないため、ガイ
　ドラインには取り入れない。

該当なし

静電気帯電防止靴
（JIS T 8103:2010）

23℃　1×10
5
≦Ｒ≦1×10

8
　Ω

 0℃ 1×10
5
≦Ｒ≦1×10

9
　Ω

性能 要求事項

防火服 防火手袋 防火靴

本ガイドライン案
本ガイドライン案

本ガイドライン案

その他の
機能

ISO/DIS 11613.2 JIS T 8101:2006
本検討会でのガイドライン案 評価目的・試験の概要等

本ガイドラインに取り入れた理由
基準値についての説明

基準なし

該当なし該当なし 該当なし



            

静電気帯電防止靴の現況 
１ ISOにおける考え方 

ISO/DIS 11613.4の附属書Ａにおいて、制電性履物の使用が必要であると示している。 
 

２ 労働安全衛生規則 
労働安全衛生規則第２８６条の２において、事業者は、引火性の蒸気又は可燃性ガ

ス等が爆発の危険のある濃度に達する恐れのある場所において作業を行うときは、当

該作業に従事する労働者に静電気帯電防止作業服及び静電気帯電防止用作業靴を着用

させる等労働者の身体、作業服等に帯電する静電気を除去する措置を講じなければな

らないと規定されている。 
 

３ 本ガイドラインにおける考え方 
            ・防炎製品認定委員会が定めている防火服性能試験基準において、可燃性ガス等が存在

する環境下で活動する場合、静電気発火の危険性を排除するため、帯電性の基準を取

り入れていることから、防火服のガイドラインにも取り入れている。 
   ・防火服には帯電防止性能を持たせているが、防火靴にも同様の性能がないと人体に蓄

積された静電気が除去できないことから、防火靴にも静電気帯電防止性能を取り入れ

ることとする。 
 
４ 静電気帯電防止靴が使用されている現場 
 ① 半導体又は IC チップの製造現場 
 ② 有機溶剤を取り扱う場所 
 ③ 火薬製造工場 
 ④ 可燃性ガスを取り扱う場所 
  
５ 消防本部における現況 

大都市の２０消防本部を対象に、防火靴における静電気帯電防止靴の使用状況につい

て調査を行った結果は次のとおり。 
 
 
 
 
 

資料２―２ 



 
問１ 現在されている防火靴のタイプについて 

  

 
  

問２ 現在使用されている防火靴は、帯電防止性能を有しているか。 

 

 
問３ 問２で帯電防止性能を有している防火靴は、日本工業規格に定められている静

電気帯電防止靴（JIS T 8103）であるか。 
問２で帯電防止性能を有していると回答した全ての消防本部が、日本工業規格に

定められている静電気帯電防止靴（JIS T 8103）であった。 
   
 
 
 
 
 
 
 
 

ゴム製

革製

有している

有していない

（１３本部）

（７本部）

65.0％ 
 

 

 

80.0％ 

（１６本部） 

20.0％ 

（４本部） 

35.0％ 
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